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研究成果の概要（和文）：本研究では、憲法パトリオティズムの日本における応用可能性を探求した。とりわけ
憲法解釈、社会統合と天皇制、平和主義、憲法教育、市民的不服従などの問題領域ついて検討し、研究成果を通
じて、日本における応用可能性も十分に存在すること示した。また研究期間中、新型コロナウイルスによる新た
な問題が生じたことから、感染拡大の下における法的諸問題についても検討した。
　以上の研究成果を踏まえ、憲法と教育との関係性を体系的に検討したものとして、単著『憲法パトリオティズ
ムと現代の教育』（日本評論社）を刊行し、研究成果を憲法学だけではなく、教育学などへもより還元すること
ができた。

研究成果の概要（英文）：In this research, the applicability of constitutional patriotism in Japan is
 explored. In particular, research on constitutional interpretation, social integration and the 
emperor system, pacifism, constitutional education, civil disobedience, Kimigayo cases, etc.　　
Based on research results, it  was showed that constitutional patriotism is applicable in Japan, 
too.　During this research period, new problems arose due to COVID-19, the scope of this research 
was extended to various legal issues.
Based on the above research results, the single-authored book "Constitutional Patriotism and Modern 
Education" (Nippon Hyoronsha) was published.  A systematic examination of the relationship between 
the Constitution and education was explored in it.

研究分野：憲法学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　憲法パトリオティズムの概念の検討を通して、とりわけ憲法と教育の関係性について改めて検証できた。主権
者教育や憲法教育などの領域においても、参照される研究成果が出されたと考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
本研究は、プリンストン大学のヤン＝ヴェルナー・ミュラー教授の『憲法パトリオティズム』

の翻訳作業とともに、憲法パトリオティズムの研究を進めたことがきっかけとなっている。 

すでに憲法パトリオティズムに関する研究については多数出されているが、あくまでドイツ

の議論に留まり、本研究のような日本型憲法パトリオティズムを検討する研究はほとんどなっ

た。また総論的検討にとどまり、本研究のような各論まで検証するものも少なかった。 

国外においては、ミュラー教授の『憲法パトリオティズム』以来、グローバルな文脈では再び

憲法パトリオティズムが注目を浴びており、その応用可能性を探求するが求められていると言

える。 
 
２．研究の目的 

 本研究の目的は、日本型憲法パトリオティズムの探求と同時に、世界への日本型憲法パトリオ

ティズムの発信である。 

当初は、主として（１）憲法解釈、（２）社会統合と天皇制、（３）平和主義、（４）憲法教育、

（５）市民的不服従の領域において検討する予定であったが、研究期間中、新型コロナウイルス

による新たな問題が生じたことから、感染拡大の下における関連する法的諸問題についても検

討することも目的に加えた。 

 
３．研究の方法 
研究方法としては、文献調査が中心である。海外との直接的な交流を通じた研究も検討してい

たが、新型コロナウイルスの影響により十分に展開できなかった。 

 

４．研究成果 

本研究では、憲法パトリオティズムの日本における応用可能性を探求した。とりわけ憲法解釈、

社会統合と天皇制、平和主義、憲法教育、市民的不服従などの問題領域ついて研究を遂行した。  

研究成果としては、まず論文「憲法パトリオティズムと憲法教育」憲法研究９号にてまとめて

いる。憲法パトリオティズムの概念について、提唱者であるドルフ・シュテルンベルガーの議論

を再度、検証し、日本における応用可能性、とりわけ憲法教育の議論における憲法パトリオティ

ズムの応用可能性について検討した。 

また市民的不服従及び憲法解釈として、君が代起立拒否訴訟について、日本教育法学会での報

告「教育判例の動向と理論的視座」（同報告内容は日本教育法学会年報 52号に所収）にて検討し

ている。教育法学会の総会報告ということもあり、間接的制約や動態的審査方法などの審査手法

の検討が中心となった。憲法 12 条の「国民の不断の努力」を強調する学説についても検討して

おり、当該研究成果については今後の発表していきたい。なお愛敬浩二ほか編『自由と平和の構

想力』（日本評論社、2023 年）にも、論文「君が代不起立訴訟における歴史的・根源的問いをめ

ぐって」を発表予定である。 

さらに研究期間中、新型コロナウイルスによる新たな問題が生じたことから、感染拡大の下に

おける法的諸問題についても検討した。たとえば「一斉休校措置から教育を受ける権利の保障を

考える」法学館憲法研究所所報 23 号では、首相の一斉休校要請をめぐる法的問題、一斉休校と

学習権保障、ICT 教育の導入などの問題を扱った。首相の一斉休講要請は、法的根拠や説明が十

分ではなく、全国の児童・生徒の学習権を一律に停止しており、リスク対応としての判断であっ

たとしても、妥当のものではなかったことを指摘した。 



ICT 教育については萌芽的な研究の基礎を築くことができた。今後は、2023 年度以降の科研

費・基盤研究Ｂ「先端技術導入による教育法秩序の構造変容の解明」として、本格的に研究を進

める予定である。 

そのほか、総合的な研究として、「教育を受ける権利をめぐる現代的諸問題」愛敬浩二編『講

座立憲主義と憲法学 第２巻 人権Ⅰ』（信山社）において、憲法と教育との関係性についてま

とめ、日本型の憲法パトリオティズムについても言及した。 

以上の研究成果を踏まえ、憲法と教育との関係性を体系的に検討したものとして、『憲法パト

リオティズムと現代の教育』（日本評論社）を刊行した。 

以下のような内容構成となっている。 

第１章 憲法の普遍的価値と憲法を支えるもの 

 Ⅰ 憲法パトリオティズムの可能性の探求 

 Ⅱ 国民共通の意識としての愛国心と公共心 

 Ⅲ 国家統合の基盤としての宗教と政教分離原則 

 Ⅳ 教育の未来と憲法 

第２章 ドイツ基本法と教育 

 Ⅰ ドイツの憲法と教育 

 Ⅱ ドイツにおける多文化社会と憲法 

 Ⅲ ドイツ語正書法改革 

 Ⅳ ブランデンブルク州の宗教代替教育（L-E-R）に関する和解 

第３章 日本国憲法と教育 

 Ⅰ 教育基本法改正と現代的諸問題 

 Ⅱ 18 歳選挙権をめぐる憲法上の諸問題 

 Ⅲ 憲法と教育内容の関係性――憲法教育をめぐる問題 

 Ⅳ 憲法から教育内容へ――法教育という問題 

 Ⅴ コロナ禍における憲法と学校 

本書を通じて、研究成果を憲法学だけではなく、教育学などへもより還元することができた。 

 

最後に日本型憲法パトリオティズムを国際的に発信することを目標としたが、新型コロナウ

イルスの影響もあり、十分に研究を進展できなかった。もっとも最終段階の 2022年 12月に南

アフリカ共和国のヨハネスブルグで開かれた国際憲法学会に参画し、各国の状況に関する情報

を収集するとともに、各国の憲法学者との交流を深め、今後の国際共同研究についての可能性を

模索することができた。とりわけアフリカ諸国の憲法学者との意見交換ができたことの意義は

大きいと考える。 

 本研究の国際的発信については、新型コロナウイルスの終息後、継続的に取り組んでいきたい

と考えている。 
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